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開始年度 4

④
経
　
費

財
源
内
訳

※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る

将来目標

「実績」
縮小図る

493

単位

人
目標値 475

493

H28目標値

359 492

Ｈ 26 Ｈ 27

7,096

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

所沢パスポート券事業とは、市が温泉地の旅館組合や単体の宿泊施設と予め協定を結んでおくことで、所沢市民が宿泊する際、所沢パスポート要綱に定められた
券を提示することにより宿泊料金の優待割引（１０％）等が受けられる事業である。市が各温泉地や宿泊施設のＰＲを行うことで宣伝効果を提供する代わりに施設が
割引を許諾する相互共助の協定であり補助金等の予算を必要としない。平成27年度は四万温泉、水上温泉及び石和温泉の3か所の保養地と、草津、土肥、魚沼、
秩父にある5つの宿泊施設と協定しており、合計の宿泊施設数は84施設である。なお、所沢パスポート券は、年度内何回でも利用可能である。

基本
方針

83

0 0 0

00

4,358

0

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 0.00

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。
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②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業
所沢パスポート券要綱

部課コード 051500 ℡

法定受託＋附加

事業コード
市民保養施設利用事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

051506

①事務事業名

終了年度 年度

市民相談課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 広聴･相談ｸﾞﾙｰﾌﾟ

国民健康保険保養施設

■ □ □

年度

343,067

→

事業の種別

保健・医療節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

平成４年度から所沢市指定市民保養施設利用補助金交付事業を実施していたが、利用者の減少と逼迫する財政状況を背景に、市民の旅行
の在り方や嗜好の変容に見合った事業展開が求められ、補助金交付ではない所沢パスポート券事業を平成２０年度から併行して開始した。そ
の後、両事業の一元化を図り、市民保養施設利用補助金交付事業は平成２１年度をもって廃止とした。

総合計画の体系 章 健康・福祉 生涯を通じた健康づくりの推進

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

85

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

市民 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

市民の健康増進のため、心身のリフレッシュができるよう、パスポート券利用の促進を図る。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

342,564

4,358

人） （

0.50人 4,330

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

7,096

一般財源

平成 26 年度

（

28

0.00

95

（ 0.00

27 年度平成

7,064

（千円） 年度 （千円）

83

32 28

（千円） 平成

人

事業費合計

正規職員人件費

人）

0.81人

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

パスポート券利用者数 パスポート券を利用した延べ人数

％ 達成率 76 137

　 項目名 項目説明

成果指標 パスポート券利用者数

継続

パンフレットを刷新、広報ところざわへの掲載回数を増やす等、既存の事業での周知
活動に厚みを持たせる取り組みをしている。
同時に事業の抜本的見直しのため、事業実績の検証及び類似事業や他市の状況の
調査、民間活力導入の可能性等の検証を行っている。

360

実 績 359 492

今年度にパスポート券を利用した延べ
人数＋1

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

市民部　市民相談課　課長　　前田　広子

終了

次年度予算

評価日 H28.8.1 評価者職氏名

理由

実績の低さは否めないが、事務経費以外の予算を必要としないで市民に利益
提供できることの意味は大きい。ただ、平成27年度は前年度より利用者数が
増加したものの、補助金廃止以降一貫して減少傾向にあり、事業の抜本的な
見直しが迫られている。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由
効果的な事業にしていくための調査・検討を行っていくが、事業形態を変えた
としても予算を拡大しない方針でいるため。

拡大 縮小

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

旅行代理店などの民間の活力を利用し、ノウハウやアイディアを取り入れて
効果的な事業となるよう精査していく。

利用割合の多い高齢者向けに更なる周知を図るため、高齢者福祉センター、老人憩
の家、市民医療センター及び保健センターでパンフレットを配架するようにした。また、
ファミリー向けリゾートホテルのニュー・グリーンピア津南（新潟県中魚沼郡）と新たに
協定を締結し、市民の選択の幅を増やし利用を促進した。その結果、前年と比べて延
べ133人利用者が増えた。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

－

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


